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研究成果の概要（和文）：薬用植物の栽培活用は、社会交流、脳の刺激、そして中～低強度の身体活動を日常的
にもたらしている可能性がある。農村地域在住の65歳以上の高齢者を対象にインタビュー及び質問紙調査を行
い、社会関係資本や認知機能に与える効果を質的及び量的に検証した。結果、町による栽培活用の普及振興事業
は、多様な知識や技術を持つ住民同士を結びつけるネットワークとして機能しており、個人およびグループで薬
用植物の栽培加工利用に関わることで構造的ソーシャル・キャピタルを強化できる可能性が示唆された。さらに
薬用植物の栽培加工利用に興味を示したものの自宅で実践できていないものは、認知症のハイリスク群である可
能性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：Cultivation and use of medicinal plants may contribute to social 
interactions, brain stimulation and low-to-moderate physical activity on a daily basis. This study 
aimed to investigate their effects on social capital and cognitive abilities among 
community-dwelling residents aged 65 and over living in a rural town. I conducted the group and 
individual interviews and self-reported questionnaire, and found that cultivating and using 
medicinal plants at home as well as with community residents may strengthen structural social 
capital. I also found that those who showed interests in cultivation and use of medicinal plants by 
participating in lecture sessions organized by the town but were not practicing at home were more 
likely to be high dementia risk individuals. 

研究分野： 公衆衛生学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
薬用植物は、大型機械の操作が必要な稲

作と比べて高齢者でも栽培しやすく、高い
収益性が見込められ、軽医療や予防策とし
ても使用できることから、医療過疎化・少
子高齢化が進行する農村部を中心に栽培活
用が普及振興されている（１）。薬用植物の
栽培加工利用は、認知症発症リスクを低減
する社会交流を醸成する他、脳の刺激およ
び中～低強度の身体活動を日常的にもたら
す可能性がある。例えば、地域住民が高齢
者の収穫物販売ルートを整備したところ、
販売を通じて地域住民との交流が醸成され
たという報告がされている（２）。また、少
人数の非認知症高齢者を対象に行われた脳
血流測定実験では、土に触れる、花を植え
るといった作業によって前頭葉の血流が増
加することが確認されている（３、４）。ま
た、土起こし～耕作～除草～収穫といった
一連の園芸作業の中には、高齢者にも適し
た中～低強度の活動が含まれることが報告
されている（５）。しかし、薬用作物の栽培
加工利用を振興する地域において、薬用作
物の栽培加工利用が、地域在住高齢者の社
会関係資本や認知機能に与える効果を定量
化した例はない。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、薬用植物の栽培加工利用の促
進が、地域在住高齢者において、社会関係
資本および認知機能に与える影響を検証す
ることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 地域住民の健康の維持増進を目的に、地
域協働による薬用植物の栽培活用の普及啓
発をマスタープランに掲げている宮城県涌
谷町（人口 16,870 人、高齢化率 27.5%、平
成 26 年 8月 31 日時点)を調査地とした。初
めに、薬用植物の栽培加工利用に関する普
及啓発事業に取組む関係者、薬用植物の栽
培活用の普及啓発団体に所属する会員、そ
して 60 歳以上のシニア住民を対象に、町が
主催する普及啓発講座の魅力についてグル
ープ・インタビュー及び半構造化インタビ
ューを個別に実施し、NVivo 11（QSR 
international）を用いて体系的に分析した。
次に、65 歳以上の国保加入者（N=4,893）
に薬草の栽培利用及び生活習慣に関する自
記式質問紙調査（回答率 35.4%）と実施し、
H29 年度特定/後期高齢者健診時に 65 歳以
上の住民を対象に実施した認知機能検査
（日本語版 Quick Mild Cognitive 
Impairment： Qmci-J)データとリンクし、
STATA MP14 を用いて量的に分析した。 
 解析は、認知症の治療を受けていない在
宅高齢者（N=1,676）に絞り、薬用植物の栽
培利用状況およびを独立変数、ソーシャ
ル・キャピタル（所属組織数、地域への信
頼や愛着、地域住民との互酬的関性）、認知

機能（物忘れの自覚、軽度認知障害の疑い）
を従属変数とし、性別、年齢、健康状態（主
観的健康、通院中の疾患数、生活機能）、社
会経済的地位（教育歴、職業、世帯収入）、
世帯構成（配偶者の有無、同居家族の有無）
を共変数とした多重ロジスティック回帰分
析を行った。 
 
４．研究成果 
（1）薬用植物普及啓発事業によるソーシャ
ル・キャピタル醸成効果 
フォーカス・グループ・ディスカッショ

ンに参加した会員の平均年齢は 64.9±9.4
歳（男性 63.6±13.9 歳、女性 65.5±7.0
歳）で、教育年数は男性で平均 12.2±2.2
年、女性で 12.8±2.2 年であった。全員が
米や野菜、果物、花などの栽培経験者であ
り、現在就業中の者（男性 80％、女性 50％）
のうち 3人に 1人が農業従事者であった。
健康状態に関しては、「よい」または「まあ
よい」と答えた人が 86.7％であった。 
町が主催した漢方医による薬用植物の効

能や使い方に関する講座、共同畑での栽培
技術講習会、薬膳料理教室や商品開発事業
について「漢方医や薬剤師、栄養士が身近
になった」「農家の技術は勉強になる」「世
代を超えた友人が出来た」「料理人の盛り付
け方は勉強になる」「交流の幅が広がって嬉
しい」といった声が多く語られた。また、
薬用植物は「医師の処方が必要な漢方薬の
原料」だけでなく日々の身体をつくり調子
を整える「民間薬」及び「食材」として認
識されており、自身だけに留まらず、家族、
友人、そして町の人達の健康づくりに生か
したいという思い、そのために必要な薬用
植物の種苗、効能や加工方法は会員同士で
インフォーマルに教えあっていることが語
られた。漢方講座、栽培技術講座、薬膳料
理教室と全ての主要講座に参加している人
達は「地域の人々は親切であると思うか」
という質問に対して「はい」と回答したも
のが 84.6％と全く/あまり参加していない
人と比べて 29.8 ポイント高かった。また、
「この町は人々の交流が活発であると思う
か」、「この町には楽しいお祭りやイベント
があると思うか」という質問に対して、「は
い」と回答したものが 92.3％と、全く/あ
まり参加していない人と比べて夫々14 ポ
イント、5.3 ポイント高かった。性別や生
活機能を調整後も統計的な差が検出された
（p<0.05）。 

本研究結果より、農村地域において町が
薬用植物の栽培加工利用の普及啓発事業を
実施することは、農家、非農家、医療職、
など多様な知識や技術を持つ住民同士を結
びつけるネットワークとして機能し、地域
への信頼や愛着、住民同士の互報酬的関係
に寄与する可能性ことが示唆された。 
 
（2）薬用植物の栽培加工利用とソーシャ

図 2 薬用作物を媒介にした地域交流例



ル・キャピタル及び認知機能との関連性 
個別及びグループ・インタビューより、

効能や加工方法を習得した薬用植物につい
て、種子や苗、作物、加工物（生薬等）を
自身や家族、近所や遠方に住む友人・知人
のために譲渡し感謝された例がインタビュ
ーで多く語られた。 
 質問紙調査（平均年齢 76.3±7.4 歳、女
性の割合 56.7%）において、昨年度実施さ
れた薬用植物普及啓発事業に参加した者は
2.6％、自宅で薬用植物を栽培活用している
と回答した者は 32.8％であった。年齢、性
別、社会経済的状況、世帯構成を調整した
結果、薬用植物普及啓発事業に参加し自宅
でも栽培活用している群は、どちらもして
いない群と比べて、所属組織の総数オッズ
比が 1.40 倍（95％CI：0.79-2.04）高かっ
た。一方、自宅での栽培加工利用のみ群、
薬用植物普及啓発事業参加のみ群は、どち
らもしていない群と比べて、オッズ比が
0.25（95％CI：0.10-0.40）、0.86(95％CI：
0.29-1.42)低かった。地域への信頼や愛着
および地域住民との互酬的関性は、年齢、
性別、社会経済的状況、世帯構成を調整し
た結果、薬用植物普及啓発事業に参加し自
宅でも栽培活用している群は、どちらもし
ていない群と比べて、有意な関連性は認め
られなかった。 
本研究結果より、都市部と比べて社会的

凝集性が比較的強い農村地域においても、
個人および共同で薬用植物の栽培加工利用
を促進することにより、所属組織の増加と
いう点についてソーシャル・キャピタルを
強化できる可能性が示唆された。 
 
（3）薬用植物の栽培加工利用と認知機能の
関連 
健康づくりの観点から、自ら栽培活用す

ることで「効能を考えて料理するなど意識
するようになった」「運動になる」「心が穏
やかになる」「（売買することで得られる）
収入により心の張りがでる」といった効果
がインタビューで語られた。 
 年齢、性別、社会経済的状況、世帯構成
を調整した結果、薬用植物普及啓発事業や
自宅での栽培活用状況は、日常的な物忘れ
の自覚と有意な関連性は認められなかった。 
さらに、自宅での栽培活用も普及啓発事業
への参加もしていない群と比べて、薬用植
物を自宅で栽培活用もしくは普及啓発事業
に参加した群は、客観的な認知機能検査
（Qmci-J）に基づいた認知症リスクのオッ
ズ比に有意な差は認められなかったも。し
かし、薬用植物普及啓発事業に参加したも
のの自宅での栽培活用に至らなかったもの
は、認知症の高リスク判定のオッズ比が
30.4 倍（95％CI：1.03、896.7）と有意に
高かった。 
本研究結果より、農村地域において、薬

用植物の栽培加工利用に興味を示したもの

の自宅で実践できていないものは、認知症
の高リスク群である可能性が示唆された。 
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